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将来推計人口（平成18年中位推計）の結果  

日本の総人口  

2005年  2055年   

1億2，777万人 →   8，993万人  

老年人口（65歳以上）  

2，576万人  

［20．2％］  

→   3，646万人  

［40．5％］  

生産年齢人口（15～64歳）  
→   4，595万人  

［51．1％］  

8，442万人  

［66．1％］  

年少人口（0～14歳）  

1，759万人  

［13．8％］  

→  752万人  

［8．4％］  

前回推計（H14中位）の結果  

日太の総人口  

2000年  

1億2，693万人  

老年人口（65歳以上）  

2，204万人［17．4％］  

生産年齢人口（15～64歳）  

8，638万人［68．1％］  

年少人口（0～14歳）  

1，851万人［14．6％］  

2050年  

→ 1億 59万人  

→ 3，586万人［35．7％］  

→ 5，389万人［53．6％］  

→ 1，084万人［10．8％］   



合計特殊出生率の推移と将来人口推計（平成18年推計）における仮定値  

2000年  2005年  

（実績）  （実績）   
～   （2055年）   

中位推計  1．26  

高位推計  1．36   1．26  匝  1．55  

低位推計  1．06   

前回推計  （2050年）  

（H14中位）   
1．36   1．39   

…
≡
≡
…
≡
≡
…
．
…
…
：
 
 

■  ■■l■  ■■  ■  ■  

認諾  

1・55  

：
＝
：
＝
＝
＝
：
：
l
：
 
 一

 
 

一
 
 

前回推計（H14中位）  ＿●  i高位推計  

l  

1  

1  

1  

1  

1．261平成18年  
l＿」′⊥⊥止封   

t
 
 

l
 
l
 
 
 

l
 
 

（2050年）  

1．39  
ー 

1   

1   

l  

． 「 l 一 － 一 一  ＋ 一  ＋  

＿＿十一卜 一1 
＿＿ 

中位推計  

t  

l  

l  

l  

l    ■川6：平成18年  

一－一十－▲低位推計  

l＿＿＿＿一  

中位推計の最低値  
2013年  1．213  

平成37年  

（2025）  
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3   資料：2005年までは総務省統計即国勢調査」、2010年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成18年12月推計）中位推計」  



人口ピラミッドの変化（2005，20  30，2055）二平成18年中位推計  
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4  注：2005年は国勢調査結果（年齢不詳按分人口）。  



（参考）労働力人口の将来見通し（平成14年将来推計人口による）   

l  

2030→2050年  
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注：、労働力人口は職業安定局推計（2005．7）。ただし、2030年以降の労働力人口は2030年の年齢階級別労働力率が変わらないと仮定し、平成14年将来推計人口  
（中位推計）に基づき、僻結L  
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人口構造の変化に関する特別部会「議論の整理」  

（平成19年1月26日）のポイント   





結婚・育児と仕事との両立の必要性  

○ これまでの女性の労働力率の上昇は、主に未婚率の上昇の影響  
← 仕事と子育ての両立が困難で」就労継続と結婚・子育てが、いわば二者択一   

○ この構造を残したままでは、結婚や出生に対する国民の希望の実現と、今後の安定的な社会経済の発展の基   
盤となる労働力の確保とを同時に図ることはできない   

○ 有配偶の女性が希望するように就労を継続できる環境の整備が必要  

→結婚や出生に対する国民の希望を実現しつつ、2030年の前後を通じて持続的な経済発展に必要  
な労働力も確保される  

○ 女性の未婚者と有配偶者の労働力率の大きな差をもたらしている仕事と子育ての両立が困難な現在の   

構造 ＝「就業したいという希望」と「子供を産み育てたいという希望」の二者択一を迫られる構造  

1工＝＝ユー  

O 女性が安心して結婚出産し、男女ともに仕事も家庭も大事にしながら働き続ける選択ができるシステム  
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（各種調査・研究結果から示唆されるものを可能な限り整理）   
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出生率の要素別の帝離の状況  

○ 結婚の状況  ＝ 上昇の■余地あり  

〔新人口推計〕i生涯未婚は23．5％   ←→〔調査結果〕未婚者の9割以上が結婚を希望  

○ 子ども数  ＝ 増加の余地あり  

〔新人口推計〕2子以上を持つ者は6割弱 ←？〔調査結果〕未婚者の8割以上が2子以上を希望  

※〔調査結果〕  現在0子■1子を持つ既婚者：追加予定子ども数は1．32人・0．64人  
現在2子・3子を持つ既婚者：追加予定子ども数は0．08人－0．02人  

国民の希望を実現するためには、当面は「結婚したい」、「子どもを持ちたい」、「2子目がほ  
しい」との希望に焦点を当てることが効果的  

速やかに取り組むべき施策分野  

○ 若者の経済的基盤の確立、継続就業環境整備、家事・育児の分担、保育環境の整備等、「働き方」、「家族・地   
域」の分野における効果的な施策の具体的な整理一検討が、特に重要  

○ 今後の施策や子育て環境の変化等により、国民の希望水準自体も上下  

→ 希望水準が低下して一層の少子化を招くという悪循環に陥らないため、希望ができるだけ実現す  
るよう、早急かつ抜本的な対応が必要  
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